
通所介護事業所における事業所規模区分について

１ 事業所規模による区分

事業所規模による区分については、前年度の１月当たりの平均利用延人員数により

算定すべき通所介護費を区分しているところです。当該平均利用延人員数の計算に当

第一号通所事業（旧たっては、当該指定通所介護事業所に係る指定通所介護事業者が

の指定を併せて受け一体的に事業を実施し介護予防通所介護に相当するサービス）者

ている場合は、 における前年度の１月当たりの平均利用延人員当該第一号通所事業所

数を含むこととされています （事業が一体的に実施されず、実態として両事業が分離。

されて実施されている場合には含めない取扱いとなっています ）。

２ 平均利用延人員数の計算

①３時間以上５時間未満の報酬を算定している利用者（２時間以上３時間未満の報酬

を算定している利用者を含む ）については、利用者数に２分の１を乗じて得た数。。

②５時間以上７時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に４分の

３を乗じて得た数。

※ の利用者については、同時にサービスの提供を受けた者の最大数第一号通所事業所

を営業日ごとに加えていく方法によって計算しても差し支えありません。

例）午前・午後に分けてサービス提供を行っている場合に、午前 人、午後 人10 15
の利用者であれば、その日の第一号通所事業利用者数は 人となります。15

※１月間（歴月 、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均利）

用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数。

３ 前年度の実績が６月に満たない事業者（新たに事業を開始、又は再開した事業者を

含む）又は前年度から定員を概ね 以上変更して事業を実施しようとする事業者に25%
おいては、当該年度に係る平均利用延人員数については、便宜上、都道府県知事に届

け出た当該事業所の利用定員の に予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た90%
数になります。

※平均利用延人員数＝利用定員× ×当該年度の月の平均営業日数90%

４ 毎年度３月 日時点において、事業を実施している事業者であって、４月以降も引31
き続き事業を実施するものの当該年度の通所介護費の算定に当たっては、前年度の平

均利用延人員数は、前年度において通所介護費を算定している月（３月を除く ）の１。

月当たりの平均利用延人員数になります。

５ 事業所規模の区分について

①通常規模型の平均利用延人員数………３００超～７５０人以下

②大規模型(Ⅰ)の平均利用延人員数……７５０超～９００人以下

③大規模型(Ⅱ)の平均利用延人員数……９００人超

参考 厚生省通知〔平成 年３月１日 老企第 号 第２の７( )〕の「事業所規模によ12 36 4
る区分の取扱い」
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通所リハビリテーション事業所における事業所規模区分について

１ 事業所規模による区分

事業所規模による区分については、前年度の１月当たりの平均利用延人員数により

算定すべき通所リハビリテーション費を区分しているところです。当該平均利用延人

員数の計算に当たっては、当該指定通所リハビリテーション事業所に係る指定通所リ

ハビリテーション事業者が指定介護予防通所リハビリテーション事業者の指定を併せ

て受け一体的に事業を実施している場合は、当該指定介護予防通所リハビリテーショ

。ン事業所における前年度の１月当たりの平均利用延人員数を含むこととされています

（事業が一体的に実施されず、実態として両事業が分離されて実施されている場合に

は含めない取扱いとなっています ）。

２ 平均利用延人員数の計算

①１時間以上２時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に４分の

１を乗じて得た数。

②２時間以上３時間未満及び３時間以上４時間未満の報酬を算定している利用者につ

いては、利用者数に２分の１を乗じて得た数。

②４時間以上６時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に４分の

３を乗じて得た数。

※介護予防通所リハビリテーション事業所の利用者については、同時にサービスの提

供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって計算しても差し支え

ありません。

例）午前・午後に分けてサービス提供を行っている場合に、午前 人、午後 人10 15
の利用者であれば、その日の介護予防利用者数は 人となります。15

※１月間（歴月 、正月等の特別な期間を除いて毎日事業を実施した月における平均利）

用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数。

３ 前年度の実績が６月に満たない事業者（新たに事業を開始、又は再開した事業者を

含む）又は前年度から定員を概ね 以上変更して事業を実施しようとする事業者に25%
おいては、当該年度に係る平均利用延人員数については、便宜上、都道府県知事に届

け出た当該事業所の利用定員の に予定される１月当たりの営業日数を乗じて得た90%
数になります。

※平均利用延人員数＝利用定員× ×当該年度の月の平均営業日数90%

４ 毎年度３月 日時点において、事業を実施している事業者であって、４月以降も引31
き続き事業を実施するものの当該年度の通所リハビリテーション費の算定に当たって

は、前年度の平均利用延人員数は、前年度において通所リハビリテーション費を算定

している月（３月を除く ）の１月当たりの平均利用延人員数になります。。

５ 事業所規模の区分について

①通常規模型の平均利用延人員数………７５０人以下

②大規模型(Ⅰ)の平均利用延人員数……７５０超～９００人以下

③大規模型(Ⅱ)の平均利用延人員数……９００人超

参考 厚生省通知〔平成 年３月１日 老企第 号 第２の８( )〕の「平均利用延人員12 36 6
数の取扱い」
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介護予防通所リハビリテーションにおける事業所評価加算について

１ 事業所評価加算の概要

事業所評価加算は、選択的サービス（運動器機能向上サービス、栄養改善サービス

又は口腔機能向上サービスをいう。以下同じ ）を行う介護予防通所サービス事業所に。

ついて、効果的なサービスの提供を評価する観点から、試行的取組として、評価対象

となる期間（各年１月１日から１２月３１日までの期間をいう ）において、利用者の。

要支援状態の維持・改善の割合が一定以上となった場合に、当該評価対象期間の翌年

度における介護予防通所サービスの提供につき加算を行うものである。

２ 事業所による事業所評価加算（申出）の届出

選択的サービスの加算の届出を行い、介護予防通所サービスを提供している事業所

において、翌年度から事業所評価加算の算定を希望する場合には、各事業所が各年

１０月１５日までに各都道府県へ 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 にて 事「 」 「

業所評価加算（申出 」の届出を行う必要がある（届出を行った翌年度以降に再度算定）

を希望する場合にその旨の届出は不要であり、届出を行った翌年度以降に算定を希望

しなくなった場合にはその旨の届出が必要となる 。。）

３ 算定のための基準

（１）算定のための基準＝利用実人員数が１０人以上であり、選択的サービス実施率

が６０％以上であり、評価基準値が０．７以上であること。

①選択的サービス実施率の算出

≧０．６
評価対象期間内選択的サービスを利用した者の数

評価対象期間内に介護予防通所リハビリテーションをそれぞれ利用した者の数

②評価基準値の算出

≧０．７
要支援状態区分の維持者数＋改善者数×２

評価対象期間内に運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又は口腔機能向上

サービスを３月以上利用し、その後に更新・変更認定を受けた者の数（注）

（注）評価対象期間は、各年１月１日から１２月３１日までとされているが、各年

１２月３１日までに、評価対象受給者を確定する必要があることから、１０月

末日までに更新・変更認定が行われた者は翌年度の評価対象受給者となるが、

１１月以降に更新・変更認定が行われた者については、翌々年度の評価対象受

給者となる。
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３ 廃止・休止・再開届出の手続き

（１）廃止・休止・再開届出が必要な場合

指定介護サービス事業者は、当該指定に係るサービスの事業を廃止又は休止するとき

は、その廃止又は休止の日の１ヶ月前までに県知事に「廃止、休止又は再開届出書」を

提出してください。また、休止した事業を再開したときは、１０日以内に県知事に「廃

止、休止又は再開届出書」を提出してください。

（２）廃止・休止・再開届出に必要な書類

下記の書類を用意して県知事に提出します。

ア 廃止・休止届出の場合

① 「廃止、休止又は再開届出書（第４号様式 」）

② 「老人居宅生活支援事業廃止（休止）届 （介護予防を含む、訪問介護、」

通所介護及び短期入所生活介護のみ）

イ 再開届出の場合

① 「廃止、休止又は再開届出書（第４号様式 」）

② 「付表 （該当するサービス分）」

③ 共通様式「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」

④ 従業者全員の資格証の写し（有資格の職種のみ）

⑤ 運営規程

※休止・廃止・再開等の説明（留意事項、添付書類一覧等）や、所定の様式は沖縄県高齢

者福祉介護課のホームページからダウンロードできます。

＜変更届出の説明＞

https://www.pref.okinawa.jp/site/kodomo/korei/shido/kaisei/hennkou.html
ホーム > 健康・医療・福祉 > 高齢者福祉 > 介護サービス関係（介護指導班） > 変更

等届出（休止・廃止・再開含む）

＜所定の様式＞

https://www.pref.okinawa.jp/site/kodomo/korei/shido/kaisei/yousiki1.html
ホーム > 健康・医療・福祉 > 高齢者福祉 > 介護サービス関係（介護指導班） > 届出

様式（指定・変更等届出）
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介護保険事業者指定更新の手引き

令和元年８月

高齢者福祉介護課
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Ⅰ 介護サービス事業者の指定の更新について

１ 指定更新制の概要

平成 年４月に介護保険法（平成９年法律第 号。以下「法」という ）が改正さ18 123 。

れ、定期的に指定事業者の基準適合状況を確認するため、指定の効力に６年間の期限が

設けられました。これにより指定事業者は、指定日（又は前回更新日）から６年を経過

する際に指定の更新を受けなければ、有効期間満了によって指定の効力を失うこととな

ります。

※介護老人保健施設及び介護医療院については 「指定」を「許可」と読み替える。以、

下同様とする。

２ 指定更新制の対象・非対象事業者及び指定権者について

（１）対象事業者及び指定権者

以下の表に掲げる事業者が指定更新制の対象となり、実施するサービスにより指定

権者が異なります（一部のｻｰﾋﾞｽは実施主体により非対象ｻｰﾋﾞｽになります。次号参

照 。）

その中で、沖縄県において指定更新手続きを行うのは、ア～カのサービスとなりま

す。なお、ア～カのうち、事業所所在地が那覇市に所在する事業者は那覇市において

手続きを行うこととなります。

沖縄県（又は那覇市） 市町村が指定・監督を行う
区分

が指定・監督を行うサービス サービス

ア 指定居宅ｻｰﾋﾞｽ事業者 キ 指定居宅介護支援事業者

介護 イ 指定介護老人福祉施設ｻｰﾋﾞｽ事業者 ク 指定地域密着型ｻｰﾋﾞｽ事業者

ウ 介護老人保健施設ｻｰﾋﾞｽ事業者

給付 エ 指定介護療養型医療施設ｻｰﾋﾞｽ事業者

オ 介護医療院ｻｰﾋﾞｽ事業者

予防 カ 指定介護予防ｻｰﾋﾞｽ事業者 ケ 指定地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ事業

給付 者

コ 指定介護予防支援事業者

サ 介護予防・日常生活支援総合事業

102



（２）非対象サービス（みなし指定適用）

、 「 」以下の表に掲げるサービス等について 保険医療機関等が行う場合で みなし指定

が適用される事業所は指定更新申請の手続きは必要ありません。

「 」 、 、※ 保険医療機関等 が行うサービスでも 介護保険事業の指定を受けている場合は

指定更新申請の手続きが必要です。

介護医療保険医療機関 保険薬局 介護老人保 指定介護療養

院併設（ ）病院 診療所 健施設併設, 型 医 療 施 設 併

設

○① 訪問看護

○② 介護予防訪問看護

○③ 訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

○④ 介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

○ ○⑤ 居宅療養管理指導

○ ○⑥ 介護予防居宅療養管理指導

○ ○ ○⑦ 通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

○ ○ ○⑧ 介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

○ ○ ○⑨ 短期入所療養介護

○ ○ ○⑩ 介護予防短期入所療養介護

３ 沖縄県指定の更新を受けようとする事業者に係る要件

（１）全事業者共通要件

ア 申請者が法人格を有していること （病院・診療所においては非該当）。

イ 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、沖縄県条例及び同

施行規則で定める基準を満たしていること。

ウ 申請者が、当該サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な事業

運営をすることができること。

エ 申請者、法人の役員等及び申請に係る事業所の管理者が法に定める欠格事由に該

当しない者であること。

（２）サービス毎の欠格事由根拠規定

ア 指定居宅サービス事業者 法第７０条第２項

イ 指定介護予防サービス事業者 法第１１５条の２第２項

ウ 指定介護老人福祉施設サービス事業者 法第８６条第２項

エ 介護老人保健施設サービス事業者 法第９４条第３項

オ 指定介護療養型医療施設サービス事業者 （旧）法第１０７条第３項

カ 介護医療院サービス事業者 法第１０７条第３項
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Ⅱ 指定更新申請の手続き

１ 指定更新手続きの流れ

（１）指定有効期限の確認＜事業所＞

各事業所において、指定（更新）通知書や、高齢者福祉介護課ホームページにおい

て、指定有効期限の確認を行ってください。

※高齢者福祉介護課のホームページに、毎年、当該年度の４月～翌年６月までの指

定更新対象事業所を掲載いたします。

（２）指定更新申請書類の作成＜事業所＞

ア 更新申請に必要な書類を確認のうえ、必ず事業所毎、サービス種毎に作成してく

ださい。

また、一つの事業所が複数のサービスを提供する場合でも、申請書類をそれぞれ

作成し、提出してください。

イ 提出する書類については、下の「申請に必要となる書類」をご覧ください。

ウ 作成にあたっては、指定基準に合致しているか沖縄県条例、同施行規則及び解釈

通知を再確認ください。

エ 提出前に、各提出書類の添付書類等や記載すべき事項の漏れがないか、必ず確認

をして下さい。

、 。オ 県への届出事項に変更がある場合は 更新手続きの前に変更届も提出して下さい

〔申請に必要となる書類〕

① 指定（許可）更新申請書 （第10号様式）「 」

② 「付表 （指定（許可）に係る記載事項 （サービス毎に別様式）」 ）

申請月の４週間分とし、職種の兼③ 「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （」

務がある場合にはそれぞれの時間数も明確にすること ）。

（資格が必要な職種のみ ）④ 「資格証等の写し」 。

（雇用契約書又は労働条件通知書）「従業者の雇用が確認できる資料の写し」

※サービス類型毎に様式が異なります。⑤ 「誓約書」

「 （特定施設入居者生活介護及び介護保険施設サービス⑥ 介護支援専門員確認表」

のみ ）。

⑦ 「業務管理体制に係る届出書の写し」

「 （所定様式に貼付すること ）⑧ 沖縄県収入証紙」 。

手数料の納付については、次項「２ 手数料の納付」にて確認して下さい。

⑨ 申請書類確認リスト」「

参考様式３（設計平面図でも可）⑩ 「事業所の平面図」

⑪ その他必要と認められる書類

上記の①から⑪までの提出書類以外に県が必要と認める書類がある場合には、別

途個別に追加書類の提出を求めることがあります。

なお、必要となる様式類については、県高齢者福祉介護課のホームページに電子

ファイルを掲載してありますので、御利用ください。

（３）申請書類の提出＜事業所＞・・・指定有効期限の１ヶ月前までに！！！
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ア 上記 ２ で作成した書類を 指定有効期限の１ヶ月前までに 所管の県機関 本（ ） 、 、 （

庁、福祉事務所）へ郵送又は持参により書類を提出してください。

提出先については、普段、変更届出等を提出している受付窓口（ 申請書類提出「

先」参照）に郵送又は持参により提出してください。

イ 郵送により提出する際は、郵送途中の紛失への対応のため、簡易書留により郵送

して下さい。

ウ 持参による提出の場合は、必ず窓口において、事業所控え（写し）に受領印を押

印してもらうようにして下さい。

エ 申請書類については、必ず事業所控え（写し）を保管しておいて下さい。

オ 提出前に、各提出書類の添付書類等や記載すべき事項の漏れがないか、必ず再確

認をして下さい。

＜申請書類提出先＞

所管事業所 窓 口

介護保険施設、特定施設入居者生活介護事 沖縄県子ども生活福祉部高齢者福祉介護課

介護指導班業所、短期入所生活介護事業所及びその併

設介護保険事業所（同一敷地内介護保険事 〒900-8570

業所を含む） 沖縄県那覇市泉崎１丁目２番２号

TEL 098-866-2214

名護市、国頭村、大宜味村、東村、今帰仁村、 沖縄県子ども生活福祉部北部福祉事務所

本部町、伊江村、伊平屋村、伊是名村に所在 地域福祉班

する居宅サービス事業所 〒905-0017

沖縄県名護市大中２丁目１３番１号

TEL 0980-52-0051

宜野湾市、沖縄市、うるま市、恩納村、宜野座 沖縄県子ども生活福祉部中部福祉事務所

村、金武町、読谷村、嘉手納町、北谷町、北中 地域福祉班

904-2155城村、中城村に所在する居宅サービス事業所 〒

沖縄県沖縄市美原１丁目６番２８号

TEL 098-989-6603

浦添市、糸満市、豊見城市、南城市、西原町、 沖縄県子ども生活福祉部南部福祉事務所

与那原町、南風原町、渡嘉敷村、座間味村、 地域福祉班

粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東村、久 〒901-1104

米島町、八重瀬町に所在する居宅サービス事 沖縄県島尻郡南風原町宮平２１２番

業所 TEL 098-889-6364

宮古島市、多良間村に所在する居宅サービス 沖縄県子ども生活福祉部宮古福祉事務所

事業所 福祉班

〒906-0012

沖縄県宮古島市平良字西里1125番

TEL 0980-72-3771

石垣市、竹富町、与那国町に所在する居宅サ 沖縄県子ども生活福祉部八重山福祉事務所

ービス事業所 福祉班

〒907-0002

沖縄県石垣市真栄里４３８番１

TEL 0980-82-2330
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（４）申請書類の審査＜沖縄県＞

審査の過程で必要と認められる書類の追加提出をお願いすることや書類の内容等に

関する疑義照会をする場合があります。また、必要に応じて現地調査を行うこともあ

ります。

（５）指定の更新通知＜沖縄県＞

書類審査等により指定の更新に係る要件を充足していると判断された事業所に対し

ては、有効期間満了日までに更新通知書を送付します。

２ 手数料の納付

（１）指定更新にあたっては、沖縄県の条例に基づき、手数料を納付して頂くことになり

ます。また、手数料の額は下記のとおりサービス種毎に異なります。

（２）手数料は、別に定める貼付様式に沖縄県収入証紙を貼付し、申請書類に添えて納付

してください （ 沖縄県収入証紙」は 「収入印紙」とは異なりますので、お間違え。「 、

のないようご注意ください ）。

（３）手数料は、申請に係る審査事務のための手数料となっており、審査の結果、更新が

認められない場合においても手数料は返還されませんので、御了知おきください。

手数料（収入証紙）の金額 （単位：円）

申請の区分と金額

新規指定 変更許可介護保険サービス種 指定更新

－指定居宅サービス事業者 20,000 9,000

－指定介護老人福祉施設 41,000 17,000

介護老人保健施設 63,000 33,00017,000

－指定介護療養型医療施設 30,000 17,000

介護医療院 63,000 33,00017,000

－指定介護予防サービス事業者 5,000 3,000

※沖縄県収入証紙は、銀行等の金融機関において取り扱っておりますが、それ以外の販売

所については、沖縄県出納事務局会計課ホームページにおいて公開しております。

３ その他

（１）申請書類提出後の変更、廃止、休止の取扱い

ア 申請書類の提出後に変更事項があった場合は、申請書類のうち該当する書類の

の差し替えを行うとともに、通常どおり変更届出を行ってください。

イ 申請書類の提出後に事業所を廃止又は休止する場合には、所管の県機関に連絡

の上、申請書類の取り下げ書（任意様式）を提出するとともに、廃止又は休止す

るための手続きを行って下さい。

なお、この場合においても手数料については、返還できませんので御了知おきく

ださい。

（２）指定有効期間満了後の申請に対する処分の取扱い

事業者が指定の更新の申請をした場合において、指定の有効期間の満了日までに、
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当該申請に対する処分がされないときは、指定の有効期間の満了後もその処分がされ

るまでは、従前の指定が有効となります。

（３）休止中の事業所の取扱い

休止中の事業所については、人員及び設備に関する基準を満たしていないため、指

定の更新は認められず、指定の有効期間満了日をもって指定の効力を失うこととなり

ますので、事業再開の予定がない事業所においては速やかに廃止の届け出を行ってく

ださい。

ただし、指定の有効期間満了日までに事業再開の手続きがなされ、基準を満たして

いると判断された場合には、指定の更新が認められます。

なお、指定の有効期間満了日までに再開の手続きがなされなかった場合には、指定

の効力を失っているため、新規に指定申請を行っていただくこととなります。
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業務管理体制について

業務管理体制の整備

平成 年の介護保険法の改正により 平成 年５月１日から 介護サービス事業者 法20 21、 、 （

人）には、法令遵守等の業務管理体制の整備が義務付けられました。

介護サービス事業者が整備すべき業務管理体制は、指定及び許可を受けている事業所又

は施設の数に応じて定められています。また、業務管理体制の整備に関する事項を記載し

た届出書を関係行政機関に届け出なければいけません。

業務管理体制の整備に関する届出

第１号様式：整備及び区分の変更に係る届出書（新規または事業展開地域を変更する場

合）

第２号様式：届出事項変更に係る届出書（届出事項に変更が生じた場合）
　※詳しくは県 をご覧下さいhttps://www.pref.okinawa.jp/site/kodomo/korei/20922.html

業務管理体制確認検査（一般検査）

沖縄県では 届出のあった業務管理体制の整備の内容及び運用状況を確認するため 介、 、「

護サービス事業者の業務管理体制の確認検査実施要領」を策定し、県に届出のあった全て

、 （ ） （ ） 。の事業者を対象として 定期的 概ね６年に１回 に確認検査 一般検査 を実施します

高齢者福祉介護課又は所管の福祉事務所から一般検査の実施通知がありましたら、各事

業者において適切に対応し、法令遵守等の意識の向上と取組の充実を図ってください。

１ 検査対象事業者

沖縄県に対し業務管理体制の整備に関する届出を行った事業者

２ 検査実施機関

沖縄県高齢者福祉介護課、北部福祉事務所、中部福祉事務所、南部福祉事務所、宮古福

祉事務所、八重山福祉事務所

３ 検査の実施方法

確認検査（一般検査）は、対象となる事業者に対し 「業務管理体制の整備に係る一般、

検査調査票」の提出を求める書面検査の方法により実施します。

４ 提出書類

業務管理体制の整備に係る一般検査調査票

５ 参考

介護サービス事業者の業務管理体制の確認検査実施要領

350 .jtd業務管理体制について

108

HP



109



業務管理体制の整備に関する届出の受付窓口一覧

１ 事業所等が２以上の都道府県に所在する事業者

（１） 事業所等が３以上の地方厚生局管轄区域に所在する

事業者 厚生労働省老健局→

→ 事業者の主たる（２） 事業所等が２以上の都道府県の区域に所在し、かつ、

事務所が所在す２以下の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者

る都道府県知事

２ 地域密着型（介護予防）サービス事業のみを行う事業者

（１） 全ての事業所等が同一市町村内に所在する事業者 市町村→

（２） 上記以外の事業者 県（本庁）→

３ １及び２以外の事業者

（１） 施設（居住）系サービス事業所を含む事業者 県（本庁）→

（２） 事業所等が３以上の福祉事務所所管区域に所在する

事業者 県（本庁）→

（３） 全ての事業所等が那覇市内に所在する事業者 県（本庁）→

（４） 上記以外の事業者 県（福祉事務所）→

※ ただし、２の福祉事務所所管区域に所在する事業者は、事業所数の多い

福祉事務所。同数の場合は主たる事務所の所在する福祉事務所。
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